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政策名および施策名 施策の主担当課及び関係課

政 策 福祉・健康　～元気で助け合えるまちをつくる～ 主担当課 社会福祉課

施 策 地域福祉の推進 関係課 高齢介護課、健康づくり推進課

施策の目的

後期基本計画（令和５年度～令和９年度）に位置付けている目標指標

指標名（単位） 年度 R３ R４ R５

　誰もが住み慣れた地域で、安心して自立した生活が送れるよう、地域における助け合い・支え合いなど、地域共生社会の実現に向けた地域づ

くりと包括的な支援体制の構築を推進します。

R６ R７ R８ R９ 評　価

ボランティア登録団体数（団体）

目標値 46 47 48 49 50

C
実績値 43 42 29

地域見守りネットワーク協定締結

事業所数（事業所）

目標値 42 43 44 44 45

100.0

A
実績値 41 41 42

令和5年度の取り組みと評価

A
実績値 99.0 99.0 97.2

民生委員・児童委員の定足率

（％）

目標値 99.0 99.0 99.0 100.0

情報提供の充実
市広報誌やホームページ、メール配信サービスを活用し、情報等をわかりやすく提供した。（朗読ボ

ランティアによる声の広報の作成広報はにゅう、ぎかいだより、社協だより）
A

人材育成の推進
地域介護予防サポーター養成講座及びフォロー講座を開催。（養成講座２回 39名養成、ﾌｫﾛｰ講座2回

140名参加）埼玉県理学療法士会に委託し理学療法士による指導を受け実施。ﾌｫﾛｰ講座では、埼玉県
A

意識啓発と担い手づくり 取組評価 A 事業評価

「地域福祉計画及び地域福祉活

動計画」の周知

市や社会福祉協議会などが開催する研修や講座を通じ、地域福祉や地域福祉活動についての

意識啓発、周知を行った。（手話体験・高齢者疑似体験・職員による出前講座）
A

地域見守りネットワークの構築 移動販売事業運営事業所と新たに協定を締結し、見守りネットワークの強化を行った。 A

地域包括支援体制の構築
生活支援体制整備事業として第１層協議体8回開催。第２層協議体地区にて会議を開催。また、高齢者の居場所として生活支援活動

拠点を設置、運営等活動支援を実施。（10箇所　新規2箇所））地域支援普及啓発動画を活用し地域の助け合いついて普及活動を

行った。

A

助け合い・支え合いの仕組みづくり 取組評価 A 事業評価

近所づきあいの促進と地域活動の

促進

各地区（市内９地区）ふれあい交流会の開催（社会福祉協議会実施）。対面での交流会を各地区で

実施し、地域の交流を深めた。地域活動のためのボランティアセンター運営事業を支援した。
A

避難行動要支援者の個別避難計

画の作成推進と管理

避難行動要支援者の個別避難計画の作成の準備として、民生委員・児童委員、自治会長に

対し避難行動要支援者名簿登録制度及び名簿の利用について説明を行った。
B

安全・安心に暮らせる環境づくり 取組評価 B 事業評価

健康づくり・生きがいづくりの充実

健康チャレンジ事業の実施　R3：186人、R4：208人、R5：200人、健康長寿サポーター養成

講習開催 R3：15人、R4・R5：0人（H25～累計827人）、羽生市健康運動普及推進員や

羽生市食生活改善推進員による市民への健康づくり普及活動。健康運動普及事業Ｒ3：765

人、R4：4,238人、R5：6271人、食生活改善伝達活動Ｒ3：632 人、R４：923人、R5：

950人

A

民生委員・児童委員協議会活動への

支援

民生委員・児童委員の活動にあたり、関係機関との連絡調整及び活動に際する費用の補助を行った。 A

保健福祉サービスを適切に受けられる体制づくり 取組評価 A 事業評価

相談支援体制の充実

民生委員・児童委員等をはじめ関係機関と協力し、市民が相談しやすい環境づくりを進めた。（相談支援

員による生活困窮者への相談実施、心配ごと相談の実施、相談支援業務担当職員向け研修会の実施）

地域包括支援センターを民間委託により市内3カ所に設置。地域包括支援センターを中核として高齢者の相

談対応・総合的な支援を実施し、令和5年度延べ相談件数は全センター合計で年間5,734件。

A
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令和５年度 施策評価シート
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7 施策に係る経費の推移（令和５年度～令和９年度）

8

(1)

(２)

(３)

(４)

令和５年度の施策に係る経費（千円） 経費の現状と今後の見込み

経費（A＋B） 100,467 予算額 68,504 地域における助け合い・支え合いなど地域共生社会の実現に向けた地域

づくりに向けて、より包括的な支援体制を整備（総合相談窓口の設置

等）するためには経費の増額が見込まれる。

A.決算額 64,882

市民1人あたり（円/人） 1,869 その他職員（人） 0.00

決算額前年対比 －

B.人件費 35,585 正職員（人） 4.88

課題解決に向けた取り組みと改善策（令和６年度～令和７年度）

課　題 令和６年度 令和７年度

同左

意識啓発と担い手づくり

現役世代の地域福祉や地域活動

についての意識啓発の機会（講座

等）を提供することが難しい。

担い手の確保と活動の継続

「地域福祉計画及び地域福祉活動計画」の周知

市広報誌やホームページを通じ、福祉活動や地域での関わり方の大切さを

分かりやすく周知していく。

人財育成の推進継続して養成講座を開催。活動中のサポーターに対して

フォロー講座を開催。令和6年度より介護予防支援ボランティアポイント事

業を開始し、活動を支援を行い活動意欲の向上及び新規活動への啓発

を行う。

近所づきあいの促進と地域活動の促進については、同左。地域

見守りネットワーク事業内容については、継続して広報等で周知

し、協力事業所の理解を得る。

生活支援体制整備事業については、次のとおり支援等行う。

第２層協議体活動の伴走支援

課題解決にむけた担い手の発掘及び創出

助け合い・支え合いの仕組みづくり

ボランティア登録者の年齢が上がって

おり、活動が難しくなっている団体が

でてきている。今後、新たな登録者

を増やすことが課題となる。

コロナ禍で活動が低迷した協議体

及び生活支援活動拠点の支援。

ボランティア活動についての理解を得るために、活動状況について

広報、ホームページ等で周知していく。

協議体及び生活支援活動拠点の支援については、アンケート徴

取等による地域ニーズの把握を行う。

アンケート集計後の地域へのフィードバック

課題解決にむけた担い手の発掘及び創出

同左

安全・安心に暮らせる環境づくり
健康チャレンジ事業については効果・検

証することが難しいため、事業の見直しが

必要となる。

運動教室及び食生活改善等について

は、参加人数は増加傾向にあるが、コロ

ナ禍前の参加人数まで回復させることが

課題となる。

避難行動要支援者の個別避難計画の

作成については、要支援者のプライバシー

に深くかかわることから、対象者の把握に

注意を要する。また、支援の方法等につ

いても、ケアマネージャー等の専門職の意

見を交える必要があることなど作成につい

て慎重に行う必要があるため時間を要す

る。

健康チャレンジ事業の実施方法の見直しを行う。

健康長寿サポーター養成講座を再開し、参加の機会を確保する。

健康運動教室等については、健康体操の普及及び参加者が増

えるよう引き続き周知を行う。

食生活改善については啓発方法を紙媒体からホームページや子育

てアプリでの配信等、デジタル化を行う。

各種健康づくり教室への参加機会を確保する。

令和６年度より開始した歩数アプリ事業を推進する。

避難行動要支援者の個別避難計画の作成については、近隣及

び先進地の事例について情報を収集し、作成についての手順を整

理する。（民生委員・児童委員、自治会長、ケアマネージャー等

の専門職、関係機関への周知、対象者の優先度等）

同左

保健福祉サービスを適切に受けられる体制づくり

地域での身近な相談窓口である民

生委員・児童委員が、見守り活動

等行う際に、市民に理解が得られず

（警戒される等）活動が難しい場

合がある。

地域包括支援センターの相談・支

援機能の充実と機能強化

市民に民生委員・児童委員の活動に対する理解が得られるよう、

その役割や重要性、活動状況について広報等に掲載し周知を行

う。

地域における適切な保健・医療・福祉サービス、関係機関または

制度の利用につなげるなど初期段階での相談対応及び継続的・

専門的な相談支援を行い、地域包括支援センターの機能の充

実、強化を図る。
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(5)

障がい者団体等への活動支援
2団体（羽生市聴覚障害者協会、羽生手話サークル）に対し補助金を交付し、活動を支援した。

A

障がい者スポーツ大会の開催
新型コロナウイルス等感染症の感染拡大防止の観点から開催を中止とした。

（令和2年度～令和5年度　中止）
D

社会参加の促進 取組評価 B 事業評価

地域生活支援事業
障がいのある人が地域で日常生活又は社会生活を営むことが出来るよう、日常生活用具の給付

等様々な事業を提供し、利用を促進した。（令和5年度：13事業　利用者数1,882人）
A

障がい者支援協議会就労部会の

開催

令和6年度以降の活動方針を定め部会の活動を活発化するため、就労部会に属する事業所に

対し、部会の概要や今までの取組についての説明や現状課題の聞き取りを行った。
A

就労系福祉サービスの提供
障がいのある人の適正と能力に応じた働き方が出来るよう様々なサービス（就労移行支援、就労

継続支援、就労定着支援等）を提供した。（令和5年度：利用者数　244人）
A

就労に向けた支援の強化 取組評価 A 事業評価

障がい者就労支援センター相談事

業

３市（行田市・加須市・羽生市）共同で共愛会に委託し、一般就労に向けての相談、職場見

学や実習、職場定着のための支援を行った。（令和5年度：延べ240人）
A

障がい福祉サービスの提供
障がい者が必要とするサービスにつなげ、必要量を支給決定する。（令和5年度：利用者数

1,390人）
A

福祉手当等の支給
支給要件に該当する方への周知や所得制限により支給対象外となる方を把握し、適正な支給を行った。

（令和5年度：特別障がい者手当等 66人、在宅重度心身障がい者手当 5,158人）
A

総合的な相談体制の充実と福祉サービスの推進 取組評価 A 事業評価

障がい者生活支援センター相談事

業

３市（行田市・加須市・羽生市）共同で幸生会（身体）と共愛会（知的・精神）に委託

し、各種相談を受け付けた。（令和5年度：身体　500人、知的・精神　403人）
A

障がい者の権利擁護 取組評価 A 事業評価

「障害者差別解消法」及び「障害

者虐待防止法」の周知・啓発

広報誌への掲載や出前講座等でのチラシの配布、ポスターの掲示等により周知・啓発を図った。
A

相談窓口の運営
障がい者差別に関する相談窓口を社会福祉課に置き、相談受付が出来る体制を整えた。また、

委託先の北埼玉障がい者生活支援センターにおいても随時相談を受け付けた。
A

障害者差別解消法地域支援会

議の運営

北埼玉地域障がい者支援協議会を障害者差別解消法地域支援会議を兼ねる場とし、北埼玉

地域の相談事例報告や合理的配慮に関する対応事例についての情報共有を行った。
A

成年後見制度利用支援事業
各種研修への参加や高齢介護課と共催で成年後見講演会を開催するなどし、制度の理解を深

め利用促進につなげた。（令和4年度　0件、令和5年度　3件）
S

「羽生市障がい者計画」、「羽生市障がい福祉計

画」及び「羽生市障がい児福祉計画」の周知

策定委員会の開催やパブリックコメントの実施を経て、「第4期羽生市障がい者計画」等３計画を

一体的に策定し、ホームページ上に公開をした。
A

障がい者への理解促進 取組評価 A 事業評価

広報誌やホームページを活用した広

報・啓発

障がい福祉サービス、障がい者週間、思いやり駐車場制度、つなぐ窓口等について広報誌やホーム

ページに掲載し、障がい者への理解を促した。
A

令和5年度の取り組みと評価

S
実績値 1,436 1,564 1,882

地域生活支援事業利用者数

（人）

目標値 1,770 1,770 1,770 1,770 1,770

S
実績値 367 376 422

日中活動系サービス利用者数

（人）

目標値 322 324 326 328 330

C
実績値 21 15 14

障がい者就労支援センターの支援

による就労者数（就労継続支援

Ａ型※含）（人）

目標値 21 22 23 24 25

後期基本計画（令和５年度～令和９年度）に位置付けている目標指標

指標名（単位） 年度 R３ R４ R５

　障がいのある方もない方も、誰もがお互いに人格や個性を尊重しながら、地域の中で共に暮らせる共生社会を目指し、障がいのある方が社会

の一員として安心して暮らし、働けるまちを実現します。

R６ R７ R８ R９ 評　価

政策名および施策名 施策の主担当課及び関係課

政 策 福祉・健康　～元気で助け合えるまちをつくる～ 主担当課 社会福祉課

施 策 障がい者支援の推進 関係課 ―

施策の目的
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令和５年度 施策評価シート
6

7 施策に係る経費の推移（令和５年度～令和９年度）

8

(1)

(２)

(３)

(４)

(5)

令和6年度の実施状況により、実施を検討する。

社会参加の促進

障がい者スポーツ大会について、参

加団体の減少や様々な感染症の

感染拡大に対する不安より参加を

検討する団体が多いことから、開催

の実施についての検討が必要

参加団体及び新規事業所へ参加意向調査を実施し、実行委員

会において実施に向けた検討を行う。

同左

就労に向けた支援の強化

障がいのある方と障がい者雇用を進

める事業所とのマッチングと長期的

な雇用

障がいのある方の希望と適正・能力に合った職場に繋がるよう、障

がい者就労支援センターや就労部会との連携とサービスの利用促

進を図る。

同左

総合的な相談体制の充実と福祉サービスの推進

複雑化する相談内容への対応 基幹相談支援センターを中心とした相談支援体制の構築、また

他部門との連携を強化し、様々な課題の解決に取り組む。

また、北埼玉地域において地域説活支援拠点等事業や医療的

ケア児のための協議の場の設置を推進する。

障がい者の権利擁護

障がい者の財産管理や身上保護の

ため、成年後見制度の利用を必要

とする方の円滑な利用の促進

各種研修に参加し制度の理解を深め、利用に係る相談に対応で

きるようにする。

また、北埼玉障がい者基幹相談支援センターや北埼玉障がい者

生活支援センターと連携し、制度利用を必要とする方を掘り起こ

し、利用につなげる。

同左

同左

障がい者への理解促進

障がい者計画における施策の取組

を推進するため、各種サービスや制

度、障がいに関する理解を深めるた

めの情報の周知について広報誌や

ホームページ等の活用

障がいのある方が必要とするサービスに関する情報や障がいのある

方について理解を深めるための情報等を、わかりやすくまた見やす

い形で作成しホームページや広報誌等に掲載することにより周知・

啓発を図る。

また、ホームページを確認し、古い情報を新しい情報に更新する。

課題解決に向けた取り組みと改善策（令和６年度～令和７年度）

課　題 令和６年度 令和７年度

1.00

決算額前年対比 －

B.人件費 54,894 正職員（人） 7.34

令和５年度の施策に係る経費（千円） 経費の現状と今後の見込み

経費（A＋B） 1,792,144 予算額 1,801,486 各種障がい福祉サービスを利用する方が年々増加しており、今後も増加

傾向となる見込みである。A.決算額 1,737,250

市民1人あたり（円/人） 33,338 その他職員（人）
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0 0 0 0 
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0 0 0 0 
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1 2

３

３

3

4

5

(1)

(2)

(３)

(４)

政策名および施策名 施策の主担当課及び関係課

政 策 福祉・健康　～元気で助け合えるまちをつくる～ 主担当課 高齢介護課

施 策 高齢者支援の推進 関係課 健康づくり推進課、商工課、生涯学習課

施策の目的

後期基本計画（令和５年度～令和９年度）に位置付けている目標指標

指標名（単位） 年度 R３ R４ R５

　高齢者が住み慣れた地域で、いつまでも安心して暮らすことができるよう、地域包括支援センターをはじめとする総合相談体制の充実を図り、

引き続き、医療・介護・予防・生活支援・住まいを一体的に提供する地域包括ケアシステムの更なる深化・推進を図ります。

R６ R７ R８ R９ 評　価

第１号被保険者の要介護（要

支援）認定率（％）

目標値 15.9 16.2 16.4 16.7 17.0

A
実績値 15.6 16.0 16.3

生活支援活動拠点の数（箇

所）

目標値 10 11 12 13 14

10.0

A
実績値 8 9 10

令和5年度の取り組みと評価

A
実績値 7.9 7.5 7.7

いきいき百歳体操参加者数（サ

ポーター含む）の高齢者人口に占

める割合（％）

目標値 8.4 8.8 9.2 9.6

地域包括ケアシステムの深化 取組評価 A 事業評価

在宅医療・介護連携推進事業

加須市と北埼玉医師会へ委託し、医療介護連携を推進。令和3年に作成した医療・介護資源マップを最新

の情報へ更新し、見やすさについても改善した。令和4年から作成開始した「入退院支援ルール」の最終案を作

成。在宅生活を支援するための医療・介護連携の仕組みの整備を進めている。

A

生活支援体制整備事業

地域支援普及啓発動画を活用し地域の助け合いについて普及活動を行った。第2層協議体の会議へ参加、

今年度において生活支援活動拠点が新規2箇所開始した。生活支援担い手養成事業として、スキルアップ講

座を開催、また市民を対象にシニア向けスマホ講座を開催し延べ52名が参加。

A

認知症初期集中支援事業

・認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制構築のため、H29に「認知症初期集中支援

チーム」を設置。チーム員会議R5：1回（対応ケース2件）

・認知症についての正しい知識の普及啓発のため認知症サポーター養成講座10回（延参加者：

115名）及びステップアップ講座1コース（述参加者46名）を開催。児童向けや市職員向け等、

より対象に合わせ内容を変更し実施した。

B

各種高齢者見守り事業（高齢福祉

サービス、消費者被害防止事業等）

徘徊高齢者等位置探索サービス事業(R5:新規申請０件、利用件数１件)、緊急通報システム事業(R5:新規設置31件、

設置台数196台 令和6年3月31日時点)、配食サービス事業(R5年間配食数：3946食、R5利用者数：115名　令和６

年3月31日時点)　各事業の周知について、広報掲載やリーフレットを活用した。

A

虐待防止ネットワーク事業（総合相談

事業、虐待ネットワーク会議等）

市及び地域の関係機関等の連携による高齢者虐待防止を行うための高齢者虐待ネットワーク会議を１回開

催（令和６年2月15日開催。場所：羽生市役所301会議室）し、国や県、羽生市の虐待に関する集計

データ等を関係者間で共有した。

A

高齢者の権利擁護の推進 取組評価 A 事業評価

成年後見制度普及啓発事業

市民への普及啓発のため、成年後見講演会を１回開催（令和６年1月25日開催。場所：

ワークヒルズ羽生。）専門職（司法書士等）へ依頼し講演を実施した。アンケート内容に参加者

の市民後見人に関する意向を伺う内容を追加した。

A

高齢者の活躍の場づくりの推進 取組評価 A 事業評価

老人クラブ支援事業

会員数及びクラブ数の減少が見られるが、高齢者の生きがいと健康づくり及び社会参加促進の

観点から、地域に根ざした活動が継続できるよう支援を行った。羽生市老人クラブ連合会主催の

グラウンドゴルフ大会、友愛訪問活動報告会及び交通安全部会研修会等の開催

B

地域介護予防ボランティア養成事

業

高齢者が社会的な役割や生きがいを持って暮らせることを目的に、生活支援の担い手や介護予

防サポーターとして活躍できるよう支援した。H28年から養成をはじめ、R6年度までに444人養成。

埼玉県理学療法士会に委託し理学療法士による指導を受け実施、ﾌｫﾛｰ講座では、埼玉県歯

科衛生士会にも委託し、歯科衛生士にも指導を受け今後の活動に生かせる内容を実施した。

A

シルバー人材センター就労促進事

業
羽生市シルバー人材センターに補助金を交付し、運営費の補助などの支援を行った。 A

高齢者大学事業
9公民館、6日以上実施、延べ参加2,055人　年代にふさわしい学習機会を提供し、積極的な

参加を促した。
A

高齢者の健康や生活機能の維持・向上及び支援体制づくり 取組評価 A 事業評価

いきいき百歳体操普及事業

市内全域への普及を目指し、自治会連合会への説明等を行うと共に、「いきいき百歳体操＆居

場所マップ」を作成し周知啓発を行った。また、介護予防サポーター養成講座を定期的に開催し

地域で活動するサポーターの増加を図った。R1年より活動の支援のために補助金を交付。百歳体

操の通いの場における健康講座を実施し、介護予防の効果を上げ高齢者の健康寿命の延伸を

図った。R5通いの場41ヵ所（参加者及びサポーター数1,283人）、補助金交付会場：37会場

A

地域リハビリテーション活動支援事

業

百歳体操の通いの場においてﾘﾊﾋﾞﾘの専門職の理学療法士による巡回指導を実施し、直接参加者やサポー

ターが指導をうける機会を設け、効果的な体操が実施できるよう務めた。R5：38回実施
B

地域ケア会議（自立支援型）事

業

県のモデル事業を経て市独自の地域ケア会議を月1回定期開催。高齢者の自立を支えるための

サービスや社会資源の不足など地域課題を明確にし、解決策について協議を図った。研修会を実

施し、知識の習得や関係機関との情報交換を行った。またオンライン傍聴も実施し、参加しやすい

会議開催に務めている。R5：4月～3月開催（ケース検討18件、2回研修会を実施）

A

健康体操事業
羽生市健康運動普及推進員による市民への健康づくり普及活動。健康運動R1：10,137人、

Ｒ2：0人、Ｒ3：765人、R4：4,238人、R5：6271人
A
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6

7 施策に係る経費の推移（令和５年度～令和９年度）

8

(1)

(２)

(３)

(４)

令和５年度の施策に係る経費（千円） 経費の現状と今後の見込み

経費（A＋B） 106,457 予算額 46,492 本施策の目的である「地域包括ケアシステムの更なる深化・推進」に向け

て、各事業は経費削減を意識しながら課題解決に向けて取り組みを行っ

た。今後は、高齢者人口の増加に伴い、高齢者施策の対象者数が増

加することから、各事業を安定して継続していくため、社会状況や多様化

する利用者のニーズに合わせ、事業の改善や見直しを行う。

A.決算額 37,762

市民1人あたり（円/人） 1,980 その他職員（人） 8.20

決算額前年対比 －

B.人件費 68,695 正職員（人） 7.88

課題解決に向けた取り組みと改善策（令和６年度～令和７年度）

課　題 令和６年度 令和７年度

地域包括ケアシステムの深化

各事業が連携し、一体的に支援す

る体制の整備が必要

地域包括ケアシステムを支える担い

手が不足し、人材の確保及び育成

が必要

地域包括ケアシステムの認知及び理

解が不足

（在宅医療・介護連携推進事業）引き続き医療・介護の連携

を推進し、在宅療養生活の支援を行う。

（生活支援体制整備事業）住民主体で地域を創る必要性を

地域住民に促すため、アンケート収集等の方法で地域課題を把握

し、その課題を地域にフィードバックして、生活支援の担い手の発掘

及び養成を進める。

（認知症初期集中支援事業）

引き続き事業の周知を行い、認知症の早期診断・早期対応に努

める。また、検討会議を開催し、事業をより活用しやすいよう検討を

行う。

（各種高齢者見守り事業）高齢福祉サービスを実施し、支援が

必要な高齢者を見守る体制の整備を行う。また、消費生活相談

事業担当課（市民生活課）と連携し、消費者被害防止に務め

る。

同左

同左

高齢者の権利擁護の推進

高齢者成年後見制度の普及及び

活用が十分に至っていない

高齢者虐待の相談件数が増加して

いる

（高齢者成年後見制度普及啓発事業）成年後見制度利用促

進のため関係機関との連携、市民向けの講座を開催する。

（虐待防止ネットワーク事業）虐待通報を受け、関係機関と連

携し、早期に高齢者の安全を確保し、高齢者が安心して生活が

送れる環境を整えるために必要な対応を行う。また、高齢者虐待

防止ネットワーク会議にて高齢者虐待の予防や早期発見、早期

解決に向けた取組みを協議・検討する。

高齢者の活躍の場づくりの推進

（老人クラブ支援事業）会員数及

びクラブ数の現象により活動が縮小

（地域介護予防ボランティア養成事

業）生活支援の担い手及び介護

予防サポーターの確保と活動継続

（シルバー人材センター就労促進事

業）①高齢化が進む一方で、会員

数は減少傾向にある。臨時的、短

期的な仕事が多く、ホワイトカラー職

の機会が少ないことが課題。②補助

金以外の収入源を確保すること。

（高齢者大学事業）コロナ禍後の

事業再開に伴い講座回数を見直し

たことで、学習時間が減少した。

（老人クラブ支援事業）活動継続のための情報提供や交流の

場づくりを計画する。

（地域介護予防ボランティア養成事業）

地域介護予防サポーター養成講座及びサポーターへ対してのフォロー

講座を実施する。活動の支援としてR６年度からボランティアポイン

ト事業を開始し、サポーター活動を支援していく。

（シルバー人材センター就労促進事業）①高齢者のニーズに応じ

た多様な仕事を創出するために、市内の企業との連携を強化す

る。②補助金の使途とその効果を定期的に評価し、必要に応じて

見直しを行う。

（高齢者大学事業）受講者アンケートを実施することで参加者の

ニーズに応えた講座を実施する。

同左

高齢者の健康や生活機能の維持・向上及び支援体制づくり

（いきいき百歳体操普及事業）百

歳体操の参加者の高齢化、通いの

場までの移動手段が問題となってい

る。百歳体操の効果検証ができてい

ない。

（地域リハビリテーション活動支援

事業）支援を行うﾘﾊﾋﾞﾘ専門職の

不足。

（地域ケア会議事業）地域ケア会

議で把握した課題を行かせていな

い。

（健康体操事業）年々参加人数

は増加傾向にあるが、コロナ禍前の

参加人数には至っていない。

（いきいき百歳体操普及事業）百歳体操の通いの場において体

力測定及びアンケートを実施し、百歳体操の効果測定を行う。

（地域リハビリテーション活動支援事業）

支援内容や支援時間を検討し、効率的に専門職により指導を行

えるよう検討し、引き続き通いの場で専門職の巡回指導を実施し

ていく。

（地域ケア会議事業）地域包括ケアで把握した地域課題を地

域包括ケアに関する他事業にて協議できるように連携していく。

（健康体操事業）高齢者が健康を維持できるよう健康体操を

普及する。また、参加者が増えるよう引き続き周知を行う。

同左
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1 2

３

４

3

4

5

(1)

(2)

(３)

(４)

(5)

赤ちゃん訪問事業

訪問の約束が出来た家庭には子育て応援給付金申請をいただける仕組みとしたことから、赤ちゃ

ん全戸訪問実施率100％となった。訪問にて適切な養育環境で育児が出来るよう支援した。実

施率R3：94.2％　R4：96.9％　R5：100％

A

乳幼児健全発達事業

各種健診後、支援が必要な親子には、各種乳幼児健全発達事業（親子教室、言語相談、理

学相談等）への参加を促し、定期的な訪問・電話フォローにより継続的にお子さんの成長を共有

し、保護者の不安に寄り添った。

A

乳幼児の健全な発育発達の支援 取組評価 A 事業評価

乳幼児健診事業

各種乳幼児健診を通じ、切れ目なく母子の心身の健康、生活の状況を把握し、健やかな育児の

ための助言、必要時受診勧奨などを実施した。未受診児には訪問し受診を促した。受診率R3：

95.7％　R4：95.1％　R5：95.4％

A

各種健康講座
イオンモール羽生との共催でウォーキングイベントを開催した。　R5:71人

R4:高血圧予防教室の開催　18人　R5：糖尿病予防教室の開催　11人
A

調理実習など食育の推進事業

食生活改善推進員による生活習慣病予防のための調理実習を開催した。R4実施なし、R5：83

人

健康レシピリーフレットを市内スーパー・医療機関窓口に配布　R4：6,400部、R5：6,400部

イオンモール羽生の健康掲示板を活用し調理実習の実施について周知し、参加を促した。

A

生活習慣病等の予防対策の推進 取組評価 A 事業評価

基本健康診査受診者数　R4:197人、R5:216人

郵送等による検診の周知と受診機会の充実を図った。
A

人間ドック等助成事業（国民健康保

険制度・後期高齢者医療制度）

人間ドック等受診者数（国民健康保険）　　　　R4:512人、R5:494人

人間ドック等受診人数（後期高齢者医療制度）　R4:107人、R5:136人
A

健康運動教室などの運動普及事

業

健康運動普及推進員による運動の普及活動を各地区で開催した。　R4延べ4,238人、R5延べ

6,271人

各種健康づくり教室を開催した。参加者数　R4：18人、R5：101人

体育館との共催事業を開催した。（チャレンジザスポーツ、ニュースポーツ出前講座）

各活動に関してホームページや広報等で周知を図った。

A

こころの健康相談
こころの健康相談（医師）R5：延べ7人

こころの健康相談（臨床心理士）R5：延べ36人
A

特定健康診査（国民健康保険

制度）

特定健診の受診率を向上させるため、対象者に受診案内を郵送し、未受診者にはハガキまたは

電話による受診勧奨を実施。受診率　R4:39.0％、R5:32.9％（国保連資料より）
A

健康診査（後期高齢者医療制

度）

受診率向上のため、健診開始前に広報誌での周知を行い、各医療機関から被保険者に対して

受診の呼びかけを実施してもらった。受診率　R4:39.6％、R5:39.8％
A

骨粗鬆症予防検診
骨粗鬆症予防検診受診者数　R4:193、R5:202人

郵送等による検診の周知と受診機会の充実を図る。
A

各種健（検）診事業の実施 取組評価 A 事業評価

各種がん検診
各がん検診受診者数　R4:10,168人、R5:10,541人

レディースデイ・託児の設置。郵送等による検診の周知と受診機会の充実を図った。
A

成人歯科健診
成人歯科検診受診者数　R4:484、R5:452人

郵送等による検診の周知と受診機会の充実を図る。
A

基本健康診査

感染症予防対策の推進 取組評価 A 事業評価

新型感染症予防対策事業
「羽生市業務継続計画」（新型インフルエンザ等編）について、人事異動等に合わせた見直しを

行った。
A

動物由来感染症の予防事業 動物由来感染症について、ホームページや広報等により予防啓発を行った。 A

定期予防接種及び任意予防接種

事業

小児定期予防接種の実施

高齢者インフルエンザワクチン接種の実施　R４:9,325人、R5:9,178人

抗体検査実績　R4:175人、R5:75人

小児インフルエンザワクチン接種の実施　R4:延4,605人　R5:延4,954人

A

小児インフルエンザ助成事業
市独自事業としてはH25年度より実施。対象は生後6か月～中学校3年生まで。未就学児は個

別通知、就学児は学校を通じて通知・周知を図っている。
A

免疫消失任意予防接種事業
特別の理由により免疫が消失した子に対し、定期を外れてしまった予防接種の助成を行うもの。

接種者数　R4:1人（8種類）　R5:1人（7種類）
A

食生活改善推進員育成支援事

業

食生活改善推進員育成事業研修会等を開催。　R4:184人　R5：163人

外部講師を招き、研修会の付加価値を高めることで参加者の増加を図った。
A

健康運動普及推進員育成支援

事業

健康運動普及推進員育成事業研修会等を開催　R4:972人　R5:1,112人

外部講師を招き、研修会の付加価値を高めることで参加者の増加を図った。
A

健康増進事業の推進 取組評価 B 事業評価

健康チャレンジ事業

健康づくりの意識を高めるための羽生市健康チャレンジ事業を実施

「健康チャレンジシート」を全戸配布し、各種健（検）診の受診や講座等への参加を促した。

ポイント達成者目標を300人とした。R4:208人、R5:200人

C

令和5年度の取り組みと評価

A
実績値

男性 17.38

女性 20.85

男性17.63

女性20.57

男性17.84

女性20.68

健康寿命（年）

目標値
男性17.80

女性20.80

男性17.85

女性20.85

男性17.90

女性20.90

男性17.95

女性20.95

男性 18.0

女性 21.0

C
実績値 38.3 39.0 32.9

特定健康診査受診率（％）

目標値 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0

S
実績値 7,746 8,758 11,948

健康づくり事業・教室への参加人

数（人）

目標値 9,000 10,000 11,000 12,000 13,000

後期基本計画（令和５年度～令和９年度）に位置付けている目標指標

指標名（単位） 年度 R３ R４ R５

　「生涯を　笑顔で　楽しく　健康に！」を基本に、市民一人ひとりが主体となって、健康寿命の延伸のために正しい生活習慣を身につけ、生

涯にわたり健康な生活が送れるまちをつくります。

R６ R７ R８ R９ 評　価

政策名および施策名 施策の主担当課及び関係課

政 策 福祉・健康　～元気で助け合えるまちをつくる～ 主担当課 健康づくり推進課

施 策 健康づくりの推進 関係課 こども家庭課、国保年金課

施策の目的
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令和５年度 施策評価シート

6

7 施策に係る経費の推移（令和５年度～令和９年度）

8

(1)

(２)

(３)

(４)

(5)

同左

乳幼児の健全な発育発達の支援

健診後、お子さんの発育発達状況

に応じ、適切な支援へのアプローチを

実施しているが、支援が必要である

お子さんの状態が、保護者によるの

様々な事情（多忙、支援者との認

識の差、言葉の壁など）により受容

に結びつきにくく、児の支援が先延

ばしにされる例が多い

支援者の技量の向上のため研修機会を確保

保護者の理解を促進するための啓発機会の拡充

保育所、幼稚園、医療機関などとの協力体制により、多方面か

らのアプローチを継続。

生活習慣病等の予防対策の推進

各種健康講座や食育の推進、健

康教育事業について、若い世代や

関心が低い方の参加者が少ない

イオンモール羽生等の民間と協働の健康講座を実施することで、

その施設を利用する若い世代や関心の低い方に対してのアプロー

チを行う。

ウォーキング事業ではアプリを導入し、ゲーム感覚で楽んでもらうこと

で、若い世代や関心が低い方の参加率を向上させる。

各種健康づくり教室への参加の機会を確保する。

健康レシピリーフレットについて、紙媒体での啓発からデジタル化へ

移行し、HPや子育てアプリへ記載する方法等に変更する。

同左

各種健（検）診事業の実施

各種健（検）診の重要性（早期

発見・早期治療）の認識

各種健（検）診の受診率の向上

がん検診の予約における事務軽減

各種健（検）診については、実施（受診）機会を確保する。

各種健（検）診について、個別通知やホームページ、広報誌等を

用いた受診の重要性及び受診勧奨を行う。

がん検診の予約方法について、事務の軽減や効率的に行えるよう

インターネット予約システムの活用を継続し、より多くの人に使用し

てもらえるよう通知やホームページ等で周知する。

受診率向上のためKDBシステムを活用した健診の受診勧奨を実

施。

成人歯科については、新たに２０歳、３０歳まで対象者を拡充

する。また、ホームページや広報誌等により周知を行う。

各種健（検）診については、実施（受診）機会を確保する。

各種健（検）診について、個別通知やホームページ、広報誌等

を用いた受診の重要性及び受診勧奨を行う。

がん検診の予約方法について、事務の軽減や効率的に行えるよ

うインターネット予約システムの活用を継続し、より多くの人に使

用してもらえるよう通知やホームページ等で周知する。

受診率向上のためKDBシステムを活用した健診の受診勧奨を実

施。

成人歯科については、新たに２０歳、３０歳まで対象者を拡充

する。また、ホームページや広報誌等により周知を行う。

感染症予防対策の推進

新型インフルエンザ等発生時におけ

る事業継続レベルを決定する「羽生

市業務継続計画」（新型インフル

エンザ等編）について、人事異動等

に合わせた改定

各種予防接種の接種率の向上

「羽生市業務継続計画」（新型インフルエンザ等編）について、

人事異動等に合わせた各課の人員配置計画等の改定を行う。

個別通知、HP、広報、啓発チラシの配布により対象者への周知

をする。必要に応じて再勧奨通知を送る。

同左

健康チャレンジ事業については、令和６年度に検討した内容を

事業へ反映させる。

食生活改善推進委員支援：活動機会の増加や活動記録を

市のイベント等で周知する。

健康運動教室：市民が健康を維持できるよう健康体操を普及

する。会員の確保のために、ホームページや広報誌で引き続き募

集を行う。

健康増進事業の推進

健康チャレンジ事業については、効

果が目に見えにくい

食生活改善推進委員支援事業及

び健康運動普及推進員育成支援

事業については、参加者及び啓発

機会の確保

健康チャレンジ事業については、効果がより目に見える形になるよ

う事業の見直しを行う。

食生活改善推進委員支援：活動機会の増加や活動記録を市

のイベント等で周知する。

健康運動教室：市民が健康を維持できるよう健康体操を普及

する。会員の確保のために、ホームページや広報誌で引き続き募集

を行う。

課題解決に向けた取り組みと改善策（令和６年度～令和７年度）

課　題 令和６年度 令和７年度

0.65

決算額前年対比 －

B.人件費 63,456 正職員（人） 8.58

令和５年度の施策に係る経費（千円） 経費の現状と今後の見込み

経費（A＋B） 485,744 予算額 488,305 必要最低限の経費で事業を行った結果、多くの事業で目標を達成した。

今後は委託可能な業務は外注する等、事務軽減を図り、現状の体制で

の市民サービスの質を維持する。

A.決算額 422,288

市民1人あたり（円/人） 9,036 その他職員（人）

488,305 

0 0 0 0 

422,288 

0 0 0 0 

8.58 

0.00 

0.00 0.00 0.00 0.65 
0.00 

0.00 0.00 0.00 
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予算額

(千円)

決算額
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その他職

員

（人）

金額(千円) 人数

30



令和５年度 施策評価シート
1 2

３

５

3

4

5

(1)

(2)

(３)

(４)

政策名および施策名 施策の主担当課及び関係課

政 策 福祉・健康　～元気で助け合えるまちをつくる～ 主担当課 スポーツ振興課

施 策 スポーツの振興 関係課 ―

施策の目的

後期基本計画（令和５年度～令和９年度）に位置付けている目標指標

指標名（単位） 年度 R３ R４ R５

　誰もが、いつでも、どこでも、いつまでも、元気で楽しくスポーツに親しむことができる環境をつくり、市民の体力増進と健康保持を目指します。

R６ R７ R８ R９ 評　価

週１回以上スポーツ（ウォーキング

や体操を含む。）をする１８歳以

上の市民の割合（％）

目標値 44.0 45.5 47.0 48.5 50.0

A
実績値 41.0 50.4 39.6

市内体育施設等の利用者数

（人）

目標値 260,000 265,000 270,000 275,000 280,000

S
実績値 185,020 225,400 275,698

各種スポーツ教室への参加者数

（人）

目標値 800 850 900 950 1,000

S
実績値 251 331 1,027

3,245 3,245 3,245

A
実績値 3,245 3,150 3,049

目標値 3,245 3,245

令和5年度の取り組みと評価

スポーツ団体登録者数（人）

スポーツ施設等維持管理事業
建設課及び指定管理者と連携し、中央公園運動施設の修繕計画を調整・実施

A

学校体育施設開放事業
小・中学校体育施設使用団体代表者会議の開催（使用団体間の調整を実施）

A

スポーツに親しめる環境づくり 取組評価 A 事業評価

市体育館維持管理事業
指定管理者と連携し修繕計画を調整・実施

（サブアリーナ屋上防水改修工事、サブアリーナ・トレーニング室照明LED化等）
S

スポーツ・レクリエーション機会の拡充 取組評価 A 事業評価

スポーツ大会等実施事業

各種スポーツ・レクリエーション事業を実施（全国フロアカーリング大会、チャレンジtheスポーツ、羽生市フロアカーリング大会、

藍のまち羽生さわやかマラソン大会）

（コロナ禍での制限を解除して各事業を実施）

A

新たなスポーツイベントの企画
市民体育祭を終了し、新たに、誰もが気軽に参加でき、楽しめる体験型スポーツ・レクリエーション

イベントとして「はにゅうスポ・レクフェスタ」を開催
S

ニュースポーツ普及事業

ニュースポーツ出前教室（市内9地区）を開催

（様々なユニバーサルスポーツに対応できるよう、スポーツ推進委員が新たな種目「ボッチャ」の研修を実施） A

スポーツスクール事業
指定管理者に委託し13教室を開催

（民間のノウハウを活用し多様な教室を開催）
A

スポーツ指導者支援事業

トップアスリート育成事業開催に合わせ、指導者講習等を随時実施

（トップアスリート育成事業の開催に合わせて指導者講習会を開催することで、参加者の確保及

び経費の削減に努めた）

A

スポーツ・レクリエーション団体の活動支援 取組評価 A 事業評価

スポーツ活動団体支援事業
スポーツ振興団体支援補助金の交付・スポーツ団体紹介HPの運用・はにゅうスポ・レクフェスタへの参加による団体PR

（各団体が「はにゅうスポ・レクフェスタ」に参加することで、団体活動の周知に繋げた）
A

優秀なスポーツ選手の育成 取組評価 S 事業評価

トップアスリート育成事業
指定管理者委託事業として、バスケットボール・サッカー・剣道・卓球の各教室を実施（市とプロスポーツチームとの連携協定

や指定管理者としてのつながりを生かして実施することでコストを削減し、４種目を実施」）
S
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令和５年度 施策評価シート
6

7 施策に係る経費の推移（令和５年度～令和９年度）

8

(1)

(２)

(３)

(４)

令和５年度の施策に係る経費（千円） 経費の現状と今後の見込み

経費（A＋B） 89,507 予算額 68,311 各スポーツ・レクリエーション事業の実施について、物価の高騰や協賛企業の減少

が見込まれ、更なる予算の確保が必要となる。また、施設・設備の老朽化や人件

費の上昇等により、改修費・更新費及び指定管理料の増加が見込まれる。

A.決算額 67,631

市民1人あたり（円/人） 1,665 その他職員（人） 0.00

決算額前年対比 －

B.人件費 21,876 正職員（人） 3.00

課題解決に向けた取り組みと改善策（令和６年度～令和７年度）

課　題 令和６年度 令和７年度

同左

スポーツに親しめる環境づくり

施設・備品の老朽化

効果的・効率的な施設の管理運営

個別施設計画や関係部署等と連携した施設・設備の改修

指定管理者制度の継続と指定管理者との連携

スポーツ・レクリエーション機会の拡充

スポーツ・レクリエーション事業への参

加者確保

事業内容の精査及び事業の継続

SNS等を活用した事業周知

はにゅうスポ・レクフェスタ実施内容の精査

マラソン大会検討会の開催

SNS等を活用した事業周知

はにゅうスポ・レクフェスタ実施内容の精査

同左

スポーツ・レクリエーション団体の活動支援

会員及び指導者の確保 スポーツ・レクリエーション事業参加による団体PR

スポーツ振興団体支援補助金の継続交付

スポーツ推進委員の研修会等への積極参加

トップアスリート育成事業の開催に併せた指導者講習会の実施

現状維持

優秀なスポーツ選手の育成

なし 現状維持

68,311 

0 0 0 0 

67,631 
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1 2

３

６

3

4

5

(1)

(2)

(３)

(４)

(5) 取組評価 事業評価

取組評価 事業評価

生活保護事業
ケースワーカー5人を配置し、最後のセーフティネットとしての支援を実施した。コロナ禍からの生活再建がままなら

ない状況で物価高となり、R4：437世帯、566人からR5：454世帯、589人と増加した。
A

就労支援事業
生活・就労指導員を1名配置し、住居確保給付金やハローワーク定期駐在により相談者51名中28名が就

職となった。病状調査の徹底により就労の可否が明確となったことにより生活保護の就労率は向上した。
S

生活困窮者の適正な支援 取組評価 A 事業評価

生活困窮者自立支援事業
生活困窮者自立支援事業のため、相談支援員1名を配置し、生活保護に至る前段での支援を実施した。

相談支援や子どもの学習支援を実施したが、学習支援の参加者がR4 39名からR5 35名にとどまった。
B

介護保険の適正運用 取組評価 A 事業評価

介護保険事業
居宅介護支援事業所等へのケアプラン点検を実施し、適正な介護給付を確認した。(598件)

市の現状や課題を介護保険関係者へ周知し、適正運用の認識を共有した。
A

後期高齢者医療制度
前年度に引き続き、後期高齢者医療保険料のコンビニ収納、スマートフォンアプリを利用したキャッ

シュレス支払等を実施し、収納対策を強化する。
A

国民年金制度の周知・相談事業
免除の案内等を含む納付率向上のためのＰＲを実施している。

市役所の封筒での免除の勧奨通知発送。
A

国民健康保険及び後期高齢者医療の適正運用と国民年金制度の周知・相談 取組評価 A 事業評価

国民健康保険事業
国民健康保険の適用適正化対策（二重加入、無保険など）を実施。

免除の案内等を含む納付率向上のためのＰＲを実施。
A

令和5年度の取り組みと評価

S
実績値 48.0 43.6 55.7

生活保護の就労率（％）

目標値 48.6 48.9 49.2 49.6 50.0

S
実績値 99.3 99.4 99.4

介護保険料の現年度賦課分収納

率（％）

目標値 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0

S
実績値 93.8 94.4 94.7

国民健康保険税の現年度課税分

収納率（％）

目標値 93.9 94.0 94.1 94.2 94.3

後期基本計画（令和５年度～令和９年度）に位置付けている目標指標

指標名（単位） 年度 R３ R４ R５

　社会経済情勢が中長期的に変化する中にあっても、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、国民年金、生活保護等の公的社会保

障制度を適正に運用し、市民が健やかで安心できる生活を支えていきます。

R６ R７ R８ R９ 評　価

政策名および施策名 施策の主担当課及び関係課

政 策 福祉・健康　～元気で助け合えるまちをつくる～ 主担当課 国保年金課

施 策 社会保障の適正運用 関係課 高齢介護課、社会福祉課

施策の目的
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6

7 施策に係る経費の推移（令和５年度～令和９年度）

8

(1)

(２)

(３)

(４)

(5)

同左

生活困窮者の適正な支援

学習支援事業の参加者の拡大

生活保護受給者増加に伴う、各種

自立支援施策の推進

自立支援施策のうち、特に就労支

援事業の更なる推進

社会福祉課での相談時や委託先NPO法人のフードパントリーでの

声かけを実施し、関係各課の窓口にリーフレットを配置する。

生活保護受給者の自立を促進するため、就労支援や年金を始

めとする他法他施策の活用を図る。

就労支援員やハローワークの定期駐在にて、月ごとの相談者及び

就職者数を把握するとともに、受給者の就労率を確認する。

同左

介護保険の適正運用

持続可能な介護保険運用

介護給付費増大の抑制

ケアマネジャーが作成したケアプランの点検・指導を実施し、

利用者の自立支援に資するケアマネジメントを推進する。

介護サービス事業所に対する集団指導・運営指導を実施

し、サービスの質の確保と保険給付の適正化を図る。

R9年度国民健康保険税県内水準統一に向けて段階的に税率

を上げていく中での市民への周知方法を検討する。

国民健康保険及び後期高齢者医療の適正運用と国民年金制度の周知・相談

保険証廃止によるマイナ保険証への

スムーズな移行

R7年度国民健康保険税改定によ

る市民への周知

紙の国保及び後期高齢者医療保険被保険者証の廃止に伴う、

マイナ保険証へのスムーズな移行のためPRを行う。

引き続き、免除の案内等を含む納付率向上のため、国民年金制

度ＰＲを実施していく。

課題解決に向けた取り組みと改善策（令和６年度～令和７年度）

課　題 令和６年度 令和７年度

5.00

決算額前年対比 －

B.人件費 209,860 正職員（人） 27.84

令和５年度の施策に係る経費（千円） 経費の現状と今後の見込み

経費（A＋B） 13,240,389 予算額 13,525,588 物価や人件費の上昇傾向が継続することから、今後も経費の増幅が続

く見込みとなる。A.決算額 13,030,529

市民1人あたり（円/人） 246,301 その他職員（人）

13,525,588 

0 0 0 0 
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0 0 0 0 
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